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6. 段階的対策方針の策定 

5 章で設定した浸水対策実施区域において、重点地区となった排水区から計画降雨対応

を目指すものとし、順に、一般地区 A、一般地区 B の事業化を図る。また、対策段階は当

面（概ね 5年）、中期（概ね 10年）、長期（概ね 20年）とし、長期段階では一般地区の

排水区を含め、何らかの計画降雨対応の対策を実施する方針とする。 

平成 27 年 5 月に下水道法が改正され、平成 27 年 11 月「下水道法に基づく事業計画

の運用について」（国水下事第 80 号）により、事業計画の「その他事業計画を明らかに

するために必要な書類」においては，浸水対策を含む主要な施策ごとに「施設の設置に関

する方針」を記載することとされた。上記の方針を基に「施設の設定に関する方針」の記

載案を表 6-1 に示す。 
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対策手法としては、浸水要因（放流先河川の背水影響による浸水、集中豪雨による水路

溢水による浸水など）をふまえ、雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）で示されてい

る「迅速で効率的な対策手法」（表 6-2）を参考に対策案を抽出する。具体的には、背水

影響を受ける地区については、比較的短期間で整備できるフラップやポンプゲート、小規

模排水ポンプ（可搬含む）等、流下能力が不足する地区については、局所的な水路改修や

水路管のネットワーク、公共敷地でのオンサイト貯留等を想定するが、詳細については段

階対策検討で現状の整備水準をふまえて、対策を検討・位置づける。段階的対策イメージ

は図 6-1 に示す。 

なお、事業化の実施順位が遅くなる一般地区A,Bにおいても、早急になんらかの対応を

図ることが求められている。このため、これら地区については早期に検討に着手する重点

排水区で、ソフト対策（HMや降雨情報を用いた公助・自助支援）の検討も行い、早期の導

入を図るものとする。 
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表 6-2 ストックを活用したハード対策、施設情報等を活用したソフト対策一覧 

 

出典：雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）（H29.7） 
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出典：雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）（H29.7） 

図 6-1 整備目標・対策目標の達成に向けた段階的対策計画の例 

  


